
子部品事業（エレクトロニック メカニカル コンポーネン
ツ 以下EMCと呼ぶ）を取り巻く環境において競争力を
維持しながら、さらに成長していくためには、顧客のさま
ざまな要求に応えるものづくりを実現する必要がある。
ここでは、これらの課題を解決し、顧客満足と経営満足

を両立するために開発した小量領域での新しい生産システ
ムの取り組みについて報告する。

1．まえがき

近年、顧客ニーズが変化・多様化する中、顧客ごとにカ
スタマイズした商品を提供することと開発期間の短縮が求
められている。また、生産現場においては人件費の高騰や
生産人員確保などの課題解決も必要である。あわせて新興
国をはじめとする競合の成長も著しく、コスト面だけでな
く品質面においても脅威となってきている。このような電

近年、電子部品事業（エレクトロニック＆メカニカル コンポーネンツ　以下EMCと呼ぶ）を取り巻く環境において
競争力を維持しながら、顧客価値を提供できるものづくりを実現する必要がある。この顧客価値には絶対的な品質の確
保と顧客の事業に合わせた価格や納期での商品の提供が求められる。
従来のEMC商品の生産方式は自動機生産が主流となっていたが、月産10万個以下の小量領域での自動機生産は次の
二つの問題が発生している。一つ目は小量領域では設備投資が難しく、人手に頼った組立により品質への影響が懸念さ
れる、二つ目は設備製作期間の長期化である。この課題を解決するための新しい生産システムを考案した。
2016年にスイッチの生産向けに立ち上げたラインでは、本システムを実用化し価値を生まない工程の投資を抑え品
質に影響のある工程の自動化率を上げた。また、設備製作期間を1/2とすることで顧客へ価値を提供するものづくりを
実現することができた。
本稿では超小型自律走行ロボットによる柔軟な搬送技術を主に新たな生産システムの開発とその成果、今後の展開に
ついて報告する。
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Development of a new system using 
extraordinarily small self-controlled run robot

小量生産領域における自動化への挑戦について
石川　裕一 ・ 松本　泰久

About a challenge to automation in small-lot production 
Yuichi Ishikawa and Yoshihisa Matsumoto

In recent years, in order to grow further while maintaining its competitiveness in the environment surrounding 
the electronic parts business（Electronic &Mechanical Components, hereinafter referred to EMC）, it is necessary 
to realize manufacturing that meets various customer's demands.
Conventional EMC products have been produced almost by automatic machines. However there are two 
problems in production in automatic machines. First problem is that the investment is not suitable for the request 
which number are less than 100,000 pieces per month, and second problem is that the development period is 
long. In order to solve these two problems, we devised a new production system.  This system reduced the 
investment of the process not to produce value and enabled the automation of an important process qualitatively.
In addition, a customer was able to realize manufacturing to provide value by assuming facilities production 
period 1/2.
In this paper, we report on the development of new production system using flexible conveyance technology by 
extraordinarily small self-controlled run robots, its results and future development.
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げを求められる一方、発売開始後は顧客の満足する供給を
続けながら数量の増加に柔軟に対応することが求められる。
これはEMC商品が搭載された顧客の商品の販売数の増加
や他顧客への展開などにより、要求数量が刻々と変化する
ためである。
従来の自動機生産では成熟期を見越した生産能力を持っ

た自動機を導入期で準備し対応してきたが、この理由は成
長期における数量の増加に追従した生産能力の増強が従来
の自動機生産では対応できないからである。
ただし、成熟期を見越した導入期での自動機投資は予測

数量に達しない場合は生産ラインが停止することになる。
すなわち生産をしない、利益を生まない自動機が工場に鎮
座する。逆に他社での採用などで受注が大幅に増加する場
合は、2ライン目を立ち上げることになるが、前述したの
と同様のロスを生むことになる。この従来の自動機生産で
の問題を解決するためには、2.1項で説明した要求数量に
見合った投資が可能となる新しい生産システムを作り、そ
のシステムで要求数量の増加に比例した生産能力を確保す
るための細かな段階投資をすることである。
2.3　数量の減少に伴った他機種転用　2.1項や2.2項で

導入期における軽い立ち上げや要求数量の増加に比例した
段階投資で顧客の要求に応えることが可能になる。ただし、
成熟期を終え顧客要求数量の少なくなる衰退期では稼働し
ない自動機は負の遺産になる。
ここで要求数量に比例した段階投資ができる生産システ

ムがあれば、その強みが有効に働く。なぜならば要求に比
例した投資とは要求数量が増加するだけでなく減少する場
合にも適用できるからである。方法としては段階投資で増
やした部分を他のラインに転用するだけで数量の減少に対
応でき、さらなるメリットとしては、そのユニットを他機
種で使用できることだ。ROICで言う資産回転率の向上と
他機種の開発期間の短縮に大きく寄与できる。
新しい生産システムの必要性を満足するためには従来の

自動機生産とは全く違う考え方で検討を進めた。その考え
方について以降に説明する。

3．新しいシステムの考え方（V=F/C）

投資をより有効活用するために、生産ラインのどの部分
にどのくらいの投資が発生しているかを調査した結果、新
しい生産システムを検討するうえでの考え方を決定した。
機能別の投資分析から、ものを運ぶ（以下、搬送と呼ぶ）、
部品や製品を供給（以下、供給と呼ぶ）するといった、も
のづくりでは排除できないが、製品の形を変えるという付
加価値を生まない（以下、非付加価値）工程、すなわち補
助的な工程で多くの投資がかかっていることがわかった。
またこの工程は商品群の違いに関係なくすべての生産にお
いて共通的な機能であることもわかった（図1）。

2．新しい生産システムの必要性

従来のEMC商品の生産方式は自動機での生産が主流と
なっており、月産100万個以上の大量領域では生産タクト
が速いため自動機生産方式は有効だが、小量領域の生産で
の自動機投資は以下の課題が残る。自動機では組立や検査
精度に影響しないよう精度の高い部品で構成された治具部
分や高速で次工程に送り、高精度で停止させるために高精
度や高剛性の構造が必要なため、重厚かつ剛性の高い架台
フレームを持った自動機の基礎部分が必要となる。
この基礎部分をベースマシンと呼ぶが、数量の少ないカ
スタマイズ商品で使用すると、償却費が大幅に上がり原価
を圧迫する。また、自動機で生産するには将来の需要増を
見越した売上計画をもとに投資を実施することとなり、す
ぐに必要でない性能（高速の搬送スピードや空き工程）を
持った高額な投資が立ち上げ当初の数量が少ない時期から
発生する。
この自動機におけるベースマシンを乗客を輸送する鉄道
で例えると、新幹線が在来線の各駅に停車するようなもの
である。新幹線が走れる強靭な線路やホーム、乗客を運ぶ
エスカレータやエレベータを完備しても乗客はほとんどい
ない。将来、駅周辺の発展を予想してのことだが、だれも
が今すべきではない投資だと判断できる。しかし実際の生
産ラインではこのような投資となることも散見される。
商品ライフサイクルでいう成熟期を見越した生産能力を
持った自動機を導入期で準備するのではなく、導入期は数
量に見合った投資での立ち上げを行い、成長期は事業の拡
大に比例した生産能力の増強を細かな単位で行う。衰退期
には成長期で投資した部分を他機種に転用することで有効
活用が可能となる。
2.1　数量に見合った軽い立ち上げ　顧客のさまざまな

要求の一つである少ない数量の商談に応えるためには、少
ない数量でも製造原価を抑えることが求められる。小量領
域での自動機投資は難しく、自動機をベースにした投資削
減は限界にきている。一方、人手による手組生産では人件
費の高騰や人員の確保が非常に困難な状況となっている。
現状の生産方式では人手による組立作業の自動化と投資削
減を両立することは非常に困難である。
例としてEMC商品であるスイッチの新商品では80%以
上が初年度の数量が月産10万個以下、その開発期間の短
縮も求められている。月産100万個以上に適用する自動機
生産方式では、製造原価が高くなり顧客の要求に応えられ
ない。要求に応えられなければ採用に至らず他社に切り替
えられて事業の機会をなくすことになる。
立ち上げ当初の数量が少ない商品ライフサイクルの導入
期では実際の顧客要求数量に見合った軽い立上げ、すなわ
ち数量に見合った設備投資で早く生産ラインを立ち上げる
ことが顧客満足と経営満足を両立することに繋がる。
2.2　数量の増加に追従した段階投資　前述したように

導入期では顧客の要求数量に見合った設備投資での立ち上
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図2　価値(V)、性能(F)、コスト(C)の関係式

図1　機能別投資グラフ

調整・
検査機能

梱包機能加工機能搬送機能供給機能 その他
機能

設計・
立ち上げ費

見做し、この式をC=F/Vに変換してCを削減するために
以下の二つの観点で検討を進めた（図2）。

（1） 工程としての価値Vを上げる
工程としての価値とは何か、部品を組立てる、半田付け

する、圧入するなど様々な工程がある。従来のシステムで
もこの価値を満足する工程となっていることは言うまでも
ない。一つの結論として価値を上げるとは一つの工程で複
数の作業ができることとした。具体例で言うと組立、塗布、
組立、塗布といった繰り返しの塗布作業を一つの工程に集
約するといった考え方である。この考えは一つの工程の価
値を上げるとともに、塗布装置が1台となるため品質を管
理するといった観点からも有効な考え方である。
（2） EMC商品の生産に必要な性能Fに絞る
EMC商品を生産するうえで必要な性能とは何か、工程

には供給、搬送、加工、調整検査などの機能を持った装置
が設置されているが、多くの場合、市販の装置を使用した
自動機の設計を行う。事例としては従来の搬送装置では
ベースマシンやインデックスと呼ばれる市販の搬送装置を
用いている。これらは大量生産領域である、タクトの早い
生産では有効な搬送装置だが小量領域では必要ない。また
供給においても市販の産業用ロボットなどを多用している。
近年ロボット技術の高度化により低価格にはなってきてい
るが、小量領域で使うにはまだまだ高価である。市場には
高機能で高価格な装置は多くあるが、EMC商品のように
電子部品の生産に必要な性能に見合った装置はない。逆に
EMC商品の生産に見合った性能を持つ装置を特注すると
装置自体が高価になる。そのため、投資削減と品質確保を
両立する生産システムを自前で作ることとし、開発に着手
した。

4．開発の概要

新しい生産システムを構築するために開発した搬送と供
給の二つのユニットについて紹介する。

4.1　自走式搬送ロボット　各工程間をワーク積載して
自律走行する自走式搬送ロボット（以下自走プラテンと呼
ぶ、図3）で必要な性能は以下とした。
①積載荷重を500 g以下
②走行スピードは0.5 m/秒以上
③停止位置±2 mm（最終位置決めは位置決めピン）
④電池交換などで設備停止をさせないこと
⑤工程ごとに走行条件を都度通信できること

上記の必要な性能は品質機能展開などから決定したもの
である。①の積載荷重はEMC商品を対象とした場合にほ

さらにこれらの搬送や供給工程では市販ユニットを多用
しているため生産に必要以上の性能を持っている工程が多
い。たとえば次の工程に1秒以下で移動する搬送装置や数kg
のものを1秒以下で運べるロボットである。
顧客の要求数量に見合った生産システムの決定に当たっ
てはこの搬送と供給をいかに柔軟にするかが大きなポイン
トとなる。数量の増加に追従した段階投資ができるようス
テーションや搬送装置を追加して工程を増やせるシステム
とした。また従来だと1サイクルで一回の動作しかしない
同期した搬送装置だが、今回は非同期の搬送装置（個々の
装置が自立走行するプラテン、以下自走プラテンと呼ぶ）
とし、個々の動きやスピードを都度変えられる、機種によっ
ては不要な工程は飛ばして搬送することも可能なシステム
とした。これにより工程ごとにばらつきのあるサイクルタ
イムを平準化できる工程設計が可能になった。
早く立ち上げができ、段階投資も可能、また他機種への
転用もできる投資の安い生産システムであることに加えて
工程品質を確保することも大きな要求の一つである。投資
削減と品質確保の二つを両立する生産システムを作り上げ
るために搬送と供給機能に対して品質機能展開（QFD）
を作成し、必要な機能と品質の関係を明確にした。
品質への影響が少ない工程には、その工程に見合った性
能を満足する投資額を決定し実現する手段を考え抜いた。
品質に影響を及ぼす可能性が高い工程には徹底した自動化
を行う。もちろん品質第一の考え方は第一義としてあるた
め、削減した投資を品質向上のための投資として使うこと
もできる。
ここでは徹底した投資削減を行う上で用いた考え方につ
いて紹介する。それはV=F/Cという価値工学の式による
考え方である。Cはコストを表し、Fは工程での必要な機
能となるが組み立てる、検査するといった必要な機能その
ものは変えることができないため、機能はその商品の生産
に見合った性能に置き換えた。またVはその工程の価値と

石川　裕一 ほか 超小型自律走行ロボットによる新生産システムの開発

3



【符号の説明】
１０ 自走プラテン（自走搬送車）
１１ プラテン本体部
１１ｂ 載置板
１２ａ 車輪
１２ｂ 従動輪
１２ｃ モータ（移動用モータ）
１４ 位置検出装置
１４ｃ 警報ブザー
１５ LEDランプ
１６ プラテン側赤外線モジュール（送信部）
１７ キャパシタ
１７ａ 制御電源用キャパシタ
１７ｂ モータ駆動用キャパシタ
１８ 停止位置決め装置
１８ａ 赤外光発光部（発光装置）
１８ｂ 赤外光受光部（受光装置）
３０Ａ メイン基板

図3　自走プラテン

【符号の説明】
４ LCPP
４ａ 支柱
４ｂ 連結アーム
４ｃ エンドエフェクタ

図4　LCPP

4.2　ローコストピックアンドプレースロボット　部品
の供給やワークの移載を行う小型水平多関節型のローコス
トピックアンドプレースロボット（以下LCPP、図4）に
必要な性能は以下とした。
①可搬重量　800 g以下
②移載スピード　3秒以下
（上下30 mm左右300 mmのゲートモーション）
③停止精度　±0.015 mm以下
④動作条件や停止位置の設定をパソコンで行う

自走プラテン同様①～③は重量、スピード、精度の面で、
EMC商品の生産に必要な性能として決定した。④の動作
条件や停止位置の設定も現場でのユーザビリティを考慮し
安価でも必要な機能とした。
重たいものを早く運ぶ性能の高いFA用ロボットは数多

くあるが、逆に可搬重量は軽く、スピードも遅い研究用や
学習用のロボットも存在する。この研究用や学習用ロボッ
トは停止精度のばらつきが大きいためEMC商品の生産で
は使えない。両者の良いところを合わせもった安い市販ロ
ボットは無いため、自社製作を行った。

軽いものをゆっくり運べることができればよいが、位置
決め精度は市販ロボット並みの性能が必要となる。ここで
はホビーロボットで良く使用されるコマンドサーボを用い、
外部に減速ギヤにより停止精度を高めた。ギヤ比を上げれ
ば停止精度はよくなるが、スピードが遅くなるというトレー
ドオフの関係にある。できるだけスピードが速く、剛性の
高いコマンドサーボを選定し必要な性能を確保した安価な
水平多関節ロボットを製作した。
自走プラテン、LCPPともに民生用の部品を使用してい

るため寿命目標に対する評価も実施したうえで実際の量産
ラインで使用している。
自走プラテンもLCPPも必要な性能に絞って安価な装置

としたことで、交換部品も安く摩耗の多いタイヤはOリ
ングを使用し1年ごとの定期交換とした。交換部品が高価
であれば問題が起きるまで使うが安価な部品であることで
定期交換がしやすくなり安定した性能の状態で使用できる
ことで生産ラインでのチョコ停などのトラブルも少なくな
る。

とんどの商品の搬送が可能な荷重である。②の走行スピー
ドについては月産10万個を生産するのに必要なサイクル
タイムから算出した。③の停止位置は停止した自走プラテ
ンを外部から位置決めするために必要な停止精度から割り
出したものだが、①②③はトレードオフの関係にあり、す
べての性能を満足するための取り組みとして、走行スピー
ドと停止位置の関係について紹介する。
近年のバッテリ技術の進化はすさまじいが8時間以上連
続して使用できる安価で小型のバッテリは存在しない。
モータを動かす駆動源はバッテリであるという固定概念か
ら脱し、8時間充電なしで走り続けるという性能ではなく、
次の工程までワークを0.5 m/秒以上のスピードで搬送す
る性能を満足ことができればよいという考え方からキャパ
シタでのモータ駆動という手段を選択した。また、キャパ
シタは電子部品のため充電時間も非常に短い。工程で組立
や検査をしている時間内で充電することが可能となった。
これにより④の電池交換などで設備停止をさせないことも
クリアした。⑤の工程ごとに走行条件を都度通信できるこ
とについては自由な搬送を実現するためには、工程間の距
離も工程ごとに違う。工程間毎に必要な時間で走りきる走
行条件の送信や走行状態の受信が必要となる。この送受信
はテレビリモコンなどで一般的に使用されている赤外線通
信を採用した。素子自体も電子部品で安価なうえ入手性も
高い。各工程での混信が発生しないよう配慮をしたうえ使
用している。
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【符号の説明】
１ 無人搬送システム
２ 作業台
３ 搬送レール(軟質プラスチック)
４ LCPP
５ パーソナルコンピュータ〔パソコン〕（制御装置）
１０ 自走プラテン（自走搬送車）
２０ 充電ステーション（充電装置）
２０Ａ 第１通信／充電ステーション
２０Ｂ 第２通信／充電ステーション
２０Ｃ 第３通信／充電ステーション
２１ 立設板 

図5　システム基本構成

図6　スイッチ組立機 上面図

・設備投資額　　1/2
・設備製作期間　1/2　（10ヶ月→5ヶ月）
・設置スペース　2/3　（36 m2→24 m2）
以下に、設備投資額低減と、設備製作期間短縮の概要を

説明する。

5.2　設備投資額低減　従来の自動機に用いられるベー
スマシンは、プラテンを連結して搬送させる方式であり、
大型の駆動装置と専用の連結部品が必要となる。
これに対し、本システムでは、大型の専用加工品が一切

不要となることと、非同期搬送を可能としたことで無駄な
く必要最小限の自走プラテンを配置することができた。さ
らには、搬送経路の自由度を活用し、グリス塗布などの加
工装置を集約させて工程を配置することも可能となった。
これは、設備を構成する部品点数も少なくなり、コンパク
ト化につながった。これらにより、同一工程数で採用する
条件で比較した場合、上述の低減効果を得られる事を算出
できている。
5.3　設備製作期間短縮　従来の自動機に用いられるベー
スマシンは、大部分が専用設計となり設計期間を要する。
そして最も時間を要するのは組立・調整であり、連結方式
であるが故の全体調整が必要であることがその要因である。
具体的には、ひとつ調整が必要な場合、それが全体に影響
するため、作業が難航するケースが多い。
これに対し、本システムでは、専用設計するのは部品を

保持する治具機構のみであり、設計期間が大幅に短い。ま
た、連結ではなく、精度の必要な部分は工程毎に個別化し
ており、個別調整が可能であることと、調整箇所が必要最
小限で済んだ。これらにより、同一工程数で採用する条件
で比較した場合、上述の低減効果を得られる事を算出でき
ている。
5.4　品質力向上活用事例　設備投資額低減ができ、非

同期による自由度の高い搬送が可能なため、非付加価値の
投資を必要最小限にすることで付加価値工程に費用を充て
ることができる。この費用は自動化による品質力向上に活
用している。以下に事例を紹介する。
スイッチの生産は、自動機ラインはまだ一部であり、手

ク製のレールをガイドとして走行させることとした。
安価なレールの組み合わせで様々な経路で走らせること
ができるため設備架台上のエリアを有効に活用できるよう
になった。図5にその基本構成を示す。

5．開発成果とその効果

5.1　実用化事例　本生産システムを実用化し、稼働開
始したのは2016年。対象としたのは、“スイッチ”の組立
である。
スイッチの組立工程の特徴として、動作部へのグリス塗
布が欠かせない事がある。そして、塗布箇所が多岐にわた
るため、部品組立とグリス塗布を繰り返す工程順となって
いる。また、生産能力を確保するため作業を分割する必要
があり、従来の自動機ではグリス塗布の装置を複数設置し、
工程順に配置していた。そのため、工程間をつなぐ搬送装
置がその工程数分必要とし、搬送機能にかかる費用割合が
高くなり、設備全体の架台も強固で大型のものが必要にな
らざるを得なかった。
これに対し、今回の実用化（図6）では以下の効果が得
られた。

4.3 自走プラテン･LCPPを組み合わせた搬送供給システム
自走プラテンとLCPPの開発については前述のとおりだが、

自走プラテン自体が直進すること、カーブを曲がる機は持
ち得ていない。寸分の違いなく直進やカーブができる機能
を自走プラテン自体に持たせると高価になるためだ。自走
プラテンの走行は“走って止まる”という単純な機能をも
ち直進やカーブは玩具メーカが販売している軟質プラスチッ
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拠点へ展開、さらには、EMCの電子部品の生産のみならず、
FA商品の組立ラインへの活用についても事業を超えて検
討を始めている。FA商品の生産が得意としている手組セ
ル生産の管理技術と本システムを融合し、更なる進化を模
索している。
6.2　混流生産　今後は「数量に見合った軽い立上げ」

を更に追求し、1台の設備で複数の商品を生産できる混流
生産への活用にむけて、開発を継続している。
4項で架台上レイアウトに自由度があることを説明したが、

経路変更を可能とすることで更に活用範囲が広がる。具体
的には、自走プラテンの固有ID情報を利用し、搬送する
部品と各工程の作業・加工内容を生産機種に応じてデータ
を一致させ動作させる。そして、各工程の作業・加工が終
わり次工程に搬送する時に、プログラムで経路変更情報を
書き込み、対象の工程まで搬送させる。この混流生産シス
テムで狙う効果は、さらなる設備投資額削減、設備製作期
間短縮である。
6.3　最後に　本システムは柔軟性が高く、まだ気づい

ていないものも含めて大きな可能性を秘めている。今回の
取組み成果を一つのきっかけとし、更に良いシステムへと
ステップアップさせていく。そして、オムロン全ての事業・
カンパニーとの検討・議論を通じて、事業成果のみならず、
全社員の挑戦意欲向上と成功体験による誇り・自信・行動
につなげていきたい。
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組ラインが主流である。手組ラインでは、横に作業者を配
置する直線ラインとしていることもあり、グリス塗布の装
置を複数必要としていた。また、装置といっても一定量塗
布するディスペンサ単体を準備するのが投資的に限界であ
り、作業は基本的に手作業。塗布量は装置で制御するもの
の塗布行為そのものの作業ミスにつながりかねない状態が
課題視されていた。
ここで、設備の工程設計を考えるときに、自走プラテン
の非同期搬送機能と柔軟なレイアウトが可能な事を活かし
た。自動装置を最大活用する“工程シェア”である。
複数にわたり手作業を必要とする塗布装置しか投資でき
なかったものを、完全自動塗布装置に集約することができ
た。具体的には、前半工程から搬送する部品と、後半工程
から搬送する部品のそれぞれを自動塗布装置に順番に、そ
れも一方向ではなく両方向から自走プラテンで搬送する。
そして、この工程シェアの活用方法は、必要な装置数を
最小限にすることができる方法であるため、投資の集約の
みならず、品質管理の集約になる。自動化促進による品質
安定化に加え、品質バラツキの抑制にも効果がある品質向
上の活用方法と言える。
5.5　顧客の期待・価値向上　本システムが顧客から期
待を得て、強力なパートナとしての関係継続に結び付いた
事例を紹介する。
これまで、スイッチの顧客A社からは、従来の手組ライ
ン起因による品質課題により、改善要求を受け続けていた。
例えば、主力の機種は増産を繰り返しているものの、手組
の人員増加で対応しており品質問題は変わらない状況が続
いている。改善は続けているものの大きく状況を変えるこ
とができず、このまま問題を抱えたまま手組を続けるので
あれば、“オムロン以外のメーカを検討する”という打診
を受けるところまできていた。そのような状況の中、顧客
への説明会を実施した。説明会では、具体的に実用化設備
を用いながら従来との比較で説明し、革新性を認めていた
だけることができた。そして自動化を進めることによる品
質向上の期待から、今後の強固なパートナ関係の構築につ
ながった。また、設備製作期間が短いという優位性も理解
され、事業計画に反映されている。今後、要求にいかに早
く対応するかという“on demand”に価値が見出されてい
る観点からも、本システムの優位性は大きい。

6．今後の展開

6.1　展開性　今回、確かな効果が得られる事が実証で
きたことから、積極的に活用を促進していく計画である。
今回開発した搬送・供給システムは、専用加工装置など
とは違い汎用性が高い。今回適用したスイッチ以外も含め
たオムロン商品全般の生産ラインを対象として活用する事
を、各事業、各生産拠点から期待されている。具体的には、
中国、インドネシアなどの海外拠点での活用を2018年度
よりすすめる。そして、スイッチに限らずEMC関係の全
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